














































































製造業 14 	 6 20
卸・小売業（飲食含む） 	 9 	 8 17
サービス業 13 	 2 15
その他 	 9 	 2 11

































































製造業 卸・小売 サービス その他
専門家からの薦め 9 13 10 3
自社の問題意識 9 	 4 	 2 4
金融機関からの薦め 1 	 1 4




自社の問題意識 16 	 3












































製造業 卸・小売 サービス その他
収益の拡大 	 6 	 7 	 5 4
コスト意識やモチベーション向上 15 10 11 9
金融機関や取引先等の関係良化 16 13 	 8 7
従業員への教育による会計知識の向上 	 2 	 5 	 2 0
資金繰り表の精度向上 	 0 	 2 	 0 0
表８　規模別の得られた効果 （単位：社）
中　小 小規模
収益の拡大 16 	 6
コスト意識やモチベーション向上 33 12
金融機関や取引先等の関係良化 29 15
従業員への教育による会計知識の向上 	 6 	 3



























































製造業 17 13 3 14 9
卸・小売業 	 7 12 2 12 8
サービス業 10 11 4 13 5















































中小 31 33 4 32 18












サービス業 	 6 4





















































製造業 0 7 2 16
卸・小売業 0 8 5 	 6
サービス業 0 4 8 	 6






中小 0 11 13 25
































積極的 12 12 4 13 	 6 11 6















28 31 6 31 14 28 11


















積極的 	 9 	 6 3 12 5 	 8 4
両方あり 10 11 1 12 6 11 3
非積極的 13 14 3 13 9 10 2
両方なし 10 13 3 10 6 12 4
４．３．取組前の経営状況の違いと効果の分析
　取組前の経営状況と効果および取組前の会計実務と効果の関連を見てきた。ここでは，取り組
む前の経営状況の違いによって，導入後の効果が異なる項目についてみていく。
　まず，取り組む前の経営状況の違いが及ぼす効果に顕著な差がある項目は，経営改善（良好
32.6％：非良好60.0％），取引先（良好25.6％：非良好10.0％）の２項目で，10ポイント以上の差
がある。取り組む前の経営状況が非良好な企業の方が，経営改善の効果についてより多くコメン
トし，一方で取り組む前の経営状況が良好な企業の方は，取引先との信頼性が向上した効果をよ
り多くコメントしていることを示している。
　次に取り組む前の会計実務の状況の違いが顕著な効果の項目としては，取引先（積極的33.3％：
非積極的14.7％），経営改善（積極的33.3％：非積極的44.1％），コスト削減意識の向上（会計専門
家との連携）（積極的22.2.％：非積極的11.8％）の３項目が10ポイント以上の差がある。会計実務
に積極的に取り組んでいる企業は取引先との信頼関係を強化し，会計専門家と連携してコスト削
減意識の向上をさせており，一方で非積極的な企業は中小要領に取り組むことで経営改善を図る
ことが比較的多いことを示している。
Ⅳ　事例からみる中小要領の取組の特徴
　最後に，報告書に記載された事例企業のコメントを分析して，得られた示唆をまとめる。まず，
中小要領を導入したきっかけは，専門家からの薦めが最も多く，これは業種別，規模別にみても
同じ結果であった。業種別の特徴は，製造業とその他の業種において，自社の問題意識も同程度
にきっかけとなることである。規模別の特徴として，中小では自社の問題意識も比較的多く，小
規模との差は大きい。
　次に得られた効果について，コスト意識やモチベーションの向上と金融機関や取引先との関係
良化が効果として共通して多く，次いで収益の拡大の効果があげられる。この上位３項目につい
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て，業種別，規模別に違いは見られない。効果を内部向けと外部向けに識別してコメントをみる
と，内部向けの効果では経営戦略への活用，コスト削減意識の向上（従業員への教育），原価管理
の３項目が多く，これは業種別，規模別にみても共通している。外部向けの効果は，金融機関と
の信頼性の向上の効果が共通して高い。
　そして取組前の状況と効果の関連を分析した結果，取り組む前の経営状況が非良好な企業の方
が経営改善の効果があり，一方で取り組む前の経営状況が良好な企業の方は，取引先との信頼性
が向上したことになる。また，会計実務に積極的に取り組んでいる企業は取引先との信頼関係を
強化し，会計専門家と連携してコスト削減意識の向上をさせており，一方で非積極的な企業は中
小要領に取り組むことで経営改善を図ることが多いことになる。
　以上，中小企業庁が公表した報告書をもとに，中小要領を導入して成功した事例企業の分析を
行った。中小要領を導入することで多くの効果があったとする企業について，経営者（または回
答者）の記述をもとに，キーワードを中心としてコメントを分析した。もとより，筆者の主観的
な判断が入っており，適正かつ客観的な処理とは言えない部分もあるであろう。結果について，
すべては筆者の責任に帰するものであることをお断りしておく。
　本報告書は，経営者（あるいは組織内の回答者）がおそらく主観的に判断したコメントをまと
めたものである。会計専門家からの指導や助言を得て回答されたものであるとしても，客観性と
いう観点からは信頼性に欠ける場合もあるのかもしれない。また，金融機関や取引先との関係性
に関するコメントについても，相手先との関係性に関する認識が共有されているかについても，
確認されているわけではないと思われる。
　しかし，そうした事情を考慮しても，公表されることが少ない中小企業に関する貴重な情報が，
この報告書において65社分をまとめて報告されたことの意義は大きいと思う。
　中小要領を導入することで，経営力や資金調達力を強化し，さらに事業を発展させていく中小
企業が増えることは望ましいことであり，それに資することが中小企業の会計実践の課題であろ
う。
［注］
１．中小企業の会計に関する基本要領は、「中小企業の多様な実態に配慮し、その成長に資するため、中小企
業が会社法上の計算書類等を作成する際に、参照するための会計処理や注記等を示すものである」と、そ
の目的が設定されている。
２．中小企業庁から公表された報告書では，この事例集を活用し，中小企業の経営者が中小要領を活用して
自社の経営力の強化や資金調達力の強化等を果たし，事業の発展につなげて欲しいとの目的が記載され
る。
３．本事業の目的は，中小企業者・小規模企業者の抱える諸課題に対し，中小会計要領を活用して経営を良
くした具体的な事例を評価し，ベストプラクティスとして発信することで，中小会計要領の一層の普及・
活用の促進を図ることを目的とする。
４．中小企業者とは、中小企業基本法による定義で、業種別に従業員規模と資本金により定義される。それ
によると中小企業者とは、製造業及びその他の業種では、従業員300人以下または資本金３億円以下、卸
売業では100人以下または１億円以下、小売業では50人以下または5,000万円以下、サービス業では100以
下または5,000万円以下とされる。
５．小規模企業者とは、中小企業基本法による定義で、業種別に従業員規模で定義される。それによると小
規模企業者とは、製造業及びその他の業種で20人以下、卸売業、小売業（飲食店を含む）など商業及び
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サービス業では５人以下とされる。
６．売上高を不明とするのは，報告書の事例企業の企業概要のうち，売上高を明示していない企業が17社あっ
たためである。
７．報告書における判断基準や集計方法が明示されていないため，同じ方法による集計ができていないこと
による。
８．質問項目Ｑ１は、導入のきっかけを問うており、選択肢は○会計専門家（税理士、会計士など）の薦め、
○商工会議所、全国商工会連合会、全国中央会など中小企業支援団体、○各種ホームページ（自由記述）
及び○その他（自由記述）となっている。応募フォームは次の URLを参照のこと。
	 https://www.nikkansc.co.jp/kaikei2013_entry/prg/form.cgi
９．質問項目Ｑ２では、「（１）経営戦略について、（２）採算管理について、（３）コスト面について、（４）
従業員等について、（５）以上の結果が数値として財務状況に反映された場合は、その結果をご記載くだ
さい。」の５項目を問い、該当する項目のみを記入することを求めている。
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